

















































































































































































（7）1950 年 12 月 13 日提出「水道条例改正方建議書」、1951 年 3 月 6 日、参議院自































































（12）水道法案は、1957 年５月 15 日に衆議院社会労働委員会及び本会議のいずれ
も全会一致で原案どおり可決された。また５月 17 日には参議院社会労働委員会
































































































































































委員の発言（第 19 国会参議院厚生委員会会議録、1954 年６月２日）。













































































































































































































































誌』第 448 号 : 104-106）。
（31）『日本水道新聞』1972 年４月 20 日。
（32）国川厚生省水道課長の発言（『日本水道新聞』1973 年 11 月 26 日）。




















（33）福田勉厚生省水道環境部長の発言（『日本水道新聞』1974 年４月 18 日）。
（34）『日本水道新聞』1974 年７月４日。
（35）『日本水道新聞』1975 年 10 月 13 日。このとき厚生省は日本水道協会側に試
案を示している。　
（36）『日本水道新聞』1976 年２月２日。
（37）『日本水道新聞』1976 年２月 16 日。
（38）『日本水道新聞』1976 年３月 8 日。






































































































































































言及している（『日本水道新聞』1974 年４月 18 日）。
（44）『日本水道新聞』1973 年１月 15 日。




























































































































































































































































































































































































































































































札幌法学 28 巻 1・2 合併号（2017）
— 42 —
水道法
（法令審査資
料）
（1957年）（注）
（水道事業の認可）
「第六条　地方公共団体は、水道事業を経営しようとす
るときは、厚生大臣の認可を受けなければらない。
２　地方公共団体以外の者は、地方公共団体が水道事業
を経営しないことが明らかな区域に限り、厚生大臣の認
可を受けて、水道事業を経営することができる。
３　厚生大臣は、前二項の認可を行うにあたっては、あ
らかじめ、当該水道事業にかかる給水区域をその区域に
含む市町村の意見を聞かなければならない。ただし、第
一項の認可にかかる給水区域が当該市町村の区域内に限
られる場合は、この限りではない。（後略）」
水道法
（1957年）
（事業の認可）
「第六条　水道事業を経営しようとする者は、厚生大臣
の認可を受けなければならない。
２　市町村以外の者は、給水しようとする区域をその区
域に含む市町村の同意を得なければ、前項の認可を受け
ることができない。」
改正水道法
（1977年）
（事業の認可及び経営主体）
「第六条　水道事業を経営しようとする者は、厚生大臣
の認可を受けなければならない。
２　水道事業は、原則として市町村が経営するものと
し、市町村以外の者は、給水しようとする区域をその区
域に含む市町村の同意を得た場合に限り、水道事業を経
営することができるものとする。」
（注）「法令審査資料」の修正前の条文案である。
（出所）「水道事業法案の建議」（『日本水道協会雑誌』第163号、1948）、西片
（1949a）、細貝（1950）、「水道條例の改正について」（『日本水道協
会雑誌』第198号、1951）、内閣法制局第四部（厚生省関係）「第26回・
昭和32年水道法案他1件」（法令案審議録、国立国会図書館所蔵、平14法
制00693100・002）、中原（1952）、水道制度百年史編集委員会（1991）
に基づき作成。
